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緒 言
わが国の死因の第 1位はがんであり、がん対策が急
務とされている。2006年 6月にがん対策基本法が公
布され、その翌年に、がん対策推進基本計画が策定さ
れた。その後、2012年 6月には、第 2期がん対策推
進基本計画が発表され、「がん教育・普及啓発」とし
て、「子どもに対するがん教育のあり方を検討し、健
康教育の中でがん教育を推進する」という方針が示さ
れた 1）。
わが国におけるがん対策の方向性については、国や
地方の機関において、科学的根拠に基づいて整理され、
公表されている 2 3）。したがって、一般の人々であっ
ても情報の収集は可能であるが、上述の「がん教育・
普及啓発」の視点からは、より積極的に教育していく
必要性が窺われる。
筆者らは、主な対象を成人として、効果の確認され
たがん対策を普及することを目的に、がん対策の専門
家と、管理栄養士・栄養士課程の学生と協働で、教材
「がんカルタ」を開発した 4）。がんカルタは、がんの
実態や、がんから身を守る方法について、イラストと
文言で楽しく学ぶことをねらいとしている。また、
「がんカルタ」を活用したグループワークによる教育
プログラムについて、マニュアルを作成し、保健医療
従事者等を対象とした研修会を開催するなどの普及活
動を行ってきた 5）。
しかし筆者らのがん教育の主な対象は、成人もしく
は高校生、中学生であるため、小学生等に対象年齢を
広げていくには更なる検討が必要と考えられる。また、
子どもを対象としたがん教育の場合、様々な健康行動
理論が示すとおり 6）、保護者や地域の人々の考え方な
ど、子どもを取り巻く周囲の人々の考え方も重要とな
る。
そこで本研究では、がん教育の対象を子どもに拡大
していくための方向性を検討するために、「子どもに
対するがん教育」について、一般の人々がどのように
考えているかという実態を把握することを目的とした。
方法
調査 A
大阪府 A市で実施された、がん患者やその家族に
よるがん征圧への思いの共有や、地域住民のがん征圧
への理解を深めることを目的とする「がん征圧市民イ
ベント」の参加者を対象に、質問紙調査およびインタ
ビューを行った。
質問紙調査の内容は、1）子どもを対象としたがん
教育の必要性の認知について、2）子どもを対象とし
たがん教育に関する政府の方針の認知について、3）
子どもを対象としたがん教育を行うのに最も適した年
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要旨：わが国では、がん対策が急務である。第 2期がん対策推進基本計画では、がん対策として、子どもに対するが
ん教育のあり方を検討し、健康教育の中でがん教育を推進する方針が示された。そこで本研究では、子どもを取り巻
く一般市民が、子どもを対象としたがん教育についてどのように考えているか、その実態を把握することを目的とし
た。質問紙調査の結果、市民は「子どもを対象としたがん教育」を必要と考えており、その最適な年齢層は「小学校
高学年児」と認識している傾向が観察された。インタビューの結果、適切な教育内容は、がんの基礎知識や予防方法
など、医学的な知識を基本とするものの、「子どもたちが、がんをどのように受け止めるか」という点についての教
育が必要との認識が示された。また、がん教育を行う際の配慮については、個々人の子どもの状況を配慮することは
必要だが、事実を適切に教育していく必要性に関する意見もみられた。
キーワード：がん教育、子ども、意識、イベント参加者
代の認知についての 3点であった。
インタビューの内容は、1）子どもを対象としたが
ん教育における教育内容について、2）子どもを対象
としたがん教育を行う際の配慮についての 2点で、自
由な意見を求めた。
調査は、大学生 12名、大学の教職員 2名で、2013
年 10月に行った。調査者らは、大学の研究室として、
同イベントに、がんの一次予防をテーマとした食育イ
ベントを出展した。調査手続きは、調査者らの「女子
大学生による食育イベント（野菜を食べよう！パペッ
ト劇）」を提供するテント周辺で、通行者や展示に興
味を示した者に、調査協力に関する声かけを行った
（声かけ者：137名）。
手順は、調査用紙（A4・1枚）を示しながら、「子
どもたちを対象としたがん教育に関する意識調査であ
る」との趣旨を説明し、同意が得られた者に、回答を
求めた（質問紙調査：133名、声かけ者の 97.1％）。
また、最後の質問で、2～3分程度のインタビューへ
の協力を依頼し、同意が得られた者を対象とした（イ
ンタビュー：35名、質問紙協力者の 26.3％）。
倫理的配慮として、事前に、イベントの主催者と綿
密な打合せを行い、調査は協力者の自由意志で協力す
るものであることを確認し、手順について了承を得た
上で実施した。また、調査は無記名で行い、個人的な
情報の収集は行わなかった。インタビューでは、協力
の可否に加えて、記録のための録音の可否について、
個別に了承を得た。
調査 B
大阪府 B市で実施された、健康には直接的に関連
しない「市民イベント」の参加者を対象に、研究 1と
同様の方法で質問紙調査およびインタビューを行った。
調査は、大学生 9名、大学の教職員 2名で、2014
年 5月に実施した。調査手続きは、「市民イベント」
で、健康イベントを提供する機関のテントの一部およ
びその周辺で、研究 1と同様の手続きで実施した。
調査者らが声をかけ（声かけ者：140名）、質問紙
調査への協力を了承した者は 101名で（声かけ者の
72.1％）、インタビュー調査に協力した者は 29名であっ
た（質問紙協力者の 28.7％）。
倫理的配慮については、研究 1と同様であった。
健康イベントを提供する機関と事前に綿密な打合せ行
い、了承を得て実施した。また、大阪樟蔭女子大学研
究倫理委員会による研究計画審査（26 02）の承認を
得た。
分析方法
質問紙調査は、各質問項目の回答割合を算出した。
また、質問紙調査の各項目について、調査 Aおよび
Bの回答割合の分布の差を検討するためにカイ 2乗検
定を行った。分析には、統計解析ソフト IBM SPSS
Statistics ver.23を用いた。
インタビューは、調査時の口述筆記および録音から
発言録を作成し、インタビュー項目の回答にあたる内
容を抽出した。次に、発言の意味が変わらないように
注意しながら短文にまとめ、付箋用紙に書き出した。
それらについて、類似した内容の発言を分類し、分類
されたカテゴリーに名前をつけるという方法で整理を
した。
分析は、調査 A は、インタビューを行った学生
8名と質的研究の経験のある研究者 1名で行った。イ
ンタビューの分析対象は、回答の信頼性や妥当性を高
めるため、インタビューへの同意に加え、あわせて録
音の同意が得られた者とした。録音機器の不備や不良
等もあったため、分析対象は 24名であった。なお、
録音への同意が得られなかったインタビューについて
は、口述筆記による記録をもとに整理し、参考資料と
して活用した。
調査 Bも調査 Aと同様とした。インタビューの分
析は、インタビューを行った学生 6名と質的研究の経
験のある研究者 1名で行った。インタビューの分析対
象は、25名であった。
最後に、筆者が、調査 Aおよび調査 Bに共通する
要素、および、調査 Aおよび調査 Bに特化する要素
について注意深く検討し、共通点および相違点を整理
した。
結果
質問紙調査
1）回答者の特性
質問紙調査の回答者の特性を示した（表 1）。
性別は、調査 A、調査 Bともに、女性の割合が高
かった。
年代は、調査 A において、10・20 歳代の割合が
高く、60歳代以上の割合が低かった。一方、調査 B
では、10・20歳代の割合が低く、60歳代以上の割合
が高かった。とりわけ調査 A では、10・20 歳代に
おける 10歳代の割合が高く、42人（31.8％）を占め
た。
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2）子どもを対象としたがん教育に関する認識
子どもを対象としたがん教育に関する認識について、
回答分布を示した（表 2）。
質問の 1点目「子どもを対象としたがん教育の必要
性」の認識では、調査 A、Bに共通して、学校教育
の場などでのがん教育が「必要である」と回答した者
の割合が半数以上であった。しかし、調査 Bでは、
「必要ない」もしくは「どちらかといえば必要ない」
と回答した者が 14％と、調査 Aの 3.8％よりも高い
割合を示した。
質問の 2点目「子どもを対象としたがん教育に関す
る政府の方針の認識の有無」では、調査 A、Bとも
に認知している者の割合は低く、調査 Aで 18.9％、
調査 Bで 8.9％であった。
質問の 3点目「子どもを対象としたがん教育を行う
のに最も適した年代」に関する認識では、調査 Aで
は「小学校高学年児」、調査 Bでは「小学校高学年児」
および「中学生」と回答する者の割合が高かった。調
査 Aおよび Bに共通して、「幼稚園・保育園児」「小
学校低学年児」が最も適切と回答した者の割合は低かっ
た。
インタビュー
1）子どもを対象としたがん教育の内容
質問の 1点目「子どもに対してがん教育を行うにあ
たって、どのようなことを伝えることがよいと思いま
すか」に対する主な結果を示した（表 3）。
調査 Aおよび Bに共通して、「がんという病気を
子どもたちがどのように受け止めるかということが大
切」という意見が多くみられた。特に、「がん＝死」
という「特別なもの」「怖いもの」というイメージで
はなく、「リスクは誰にでもあること」など、正しい
認識へと繋げることの必要性が語られた。
具体的な教育内容としては、「がんの基礎知識」や
「がん予防」に関する内容で、生活習慣などの一次予
防や、がん検診などの二次予防に関する意見が多くみ
られた。
調査 Aでは、「教育の仕方」に関する意見が多くみ
られた。がんを題材とした「考える教育」や、「子ど
もに響く教え方」を検討することなど、具体的に語ら
れた。また、教育を通して「命の大切さ」を考えたり、
「がんとともに生きるための社会資源」について考え
ることなどの意見もみられた。
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一方、調査 Bでは、「何を教えたらよいかわからな
い」「難しい」など、子どもを対象としたがん教育に
ついて具体的に考えることが難しいと感じている様子
が窺われる意見も多くみられた。
2）子どもを対象としたがん教育を行う際の配慮
質問の 2点目「子どもに対してがん教育を行うにあ
たって、どのような点に気をつけたり、配慮すること
が必要だと思いますか」に対する主な結果を示した
（表 4）。
調査 A、Bに共通して、家族や身近な人ががん患
者の場合、また、当事者がクラスにいるような場合、
身近な人をがんでなくしている場合など、様々なケー
スを想定しながら「個々人の子どもへの配慮」が大切
という視点から多くの意見が語られた。
調査 Aでは、個人情報の保護やがん患者に対する
偏見など「社会的な配慮」について、また、事実を適
切に伝えるという視点から「配慮し過ぎることへの注
意」に関する意見も語られた。
調査 Bでは、「子どもを対象としたがん教育」とい
う視点に対する疑問が語られた。「なぜ子どもなのか」
「がん世代（成人世代）への教育の方が優先される
のではないか」などの意見がみられた。あわせて、
「わからない」「難しい」など、具体的に考えることが
難しいと感じている様子が窺われる意見も多くみられ
た。
Ⅳ 考 察
本研究は、「子どもを対象としたがん教育」を展開
していくにあたり、一般の人々が本課題について、ど
のように考えているかという実態を把握することを目
的とした。
質問紙調査の結果から、「子どもを対象としたがん
教育」は、多くの市民が必要と感じており、その最適
な年齢層は、「小学校高学年」、次に「中学生」と考え
ている様子が窺われた。しかし、「子どもを対象とし
たがん教育の推進」が、がん対策推進基本計画に規定
された政府の方針であるということへの認識は低い様
子が観察された。
インタビューの結果から、教育内容は「がんの基礎
知識」や「がん予防」に関する知識が必要と考えられ
ている一方で、医学的な知見のみならず、「命の大切
さ」「がんとともに生きるための社会資源」など、幅
広い教育テーマについても示唆された。また、これら
の教育を行う際、「子どもたちが、がんを適切に受け
止めることができる」という視点が重要と考えられて
いた。教育を行う際の配慮については、子どもたち個々
人の状況を配慮しながら進めることが重要である反面、
配慮しすぎることによって事実が伝わらないことが懸
念される意見もみられるなど、適切に教育していくこ
との必要性が窺われた。市民イベントの参加者（調査
B）では、がん征圧市民イベントの参加者（調査 A）
ではみられなかった「わからない」「回答することが
難しい」などの意見も多くみられたことから、成人に
おいても「がん教育」があまり一般的でない様子も窺
われた。
本研究では、がん征圧市民イベントの参加者と、健
康とは直接的に関係しない市民イベントの参加者との
比較を行った。質問紙調査においては、「子どもを対
象としたがん教育の必要性」や「子どもを対象とした
がん教育に関する政府の方針の認知」の回答分布につ
いて、統計学的な有意差がみられた。この結果から、
がん征圧市民イベントの参加者の方が、市民イベント
の参加者に比べて、がん教育に対する意識が高いよう
に見受けられるが、市民イベント参加者においても、
同様の傾向を示していた。したがって、大阪府下の
2つの地域のみで行われた調査という限界はあるもの
の、本調査の結果は、市民の感覚を反映したものでは
ないかと考える。
質問紙調査の対象者の特性において、がん征圧市民
イベントの参加者である調査 Aで、10歳代の割合が
高かった。その理由は、本イベントは、高校生を対象
としたイベントではなかったものの、高校を会場とし
ていたことの影響と考えられる。一方、市民イベント
の調査 Bは、一般的な市民祭りの形態で、道路を歩
行者専用として、市民団体によるパレードやテントに
よる出店や出展を行うという形式であった。このよう
な違いから、対象者の特性に差がみられたものと考え
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表 4 子どもを対象としたがん教育を行う際の配慮
られる。
本研究では、両調査を通して、質問紙調査回答者に
占めるインタビュー調査への協力率が 30％未満と低
かった。したがって、インタビュー調査の結果の解釈
にあたっては、本テーマに関心が高い層のみが回答し
ている可能性があげられる。しかし、両調査で協力率
に大きな差がみられないこと、市民イベントの協力者
からは「わからない」や「難しい」という意見も多く
語られていることから、必ずしも本テーマに対して熱
心な人のみが回答しているという状況ではない可能性
も窺われる。
子どもを対象としたがん教育のあり方を検討してい
る先行研究では、児童生徒を対象とした意識調査とし
て、小学校 5年生、中学校 2年生、高等学校 2年生を
対象に大規模調査を実施している7）。また、学校にお
けるがん教育を推進するための検討として、教科等と
の関連や教師の考え方について、小学校高学年を対象
とした研究報告がある8）。さらには、学童向けがん教
育の開発と評価に関する研究報告では、小学校 6年生
を対象とした介入が行われている9）。
これらの先行研究から、研究者や専門家の視点とし
て、がん教育を行うことが適した年齢層として、小学
校高学年児と考えているものと推察される。したがっ
て、本研究の質問紙調査で得られた市民が考えるがん
教育を行うにあたって最適な年齢層は、子どもを対象
としたがん教育を専門とする研究者の考えにも一致す
るものであったと解釈できる。
わが国におけるがん対策の方向性は、2018年 3月
に第 3期がん対策推進基本計画が閣議決定され、新た
な方向が示されている10）。全体目標として「がん患者
を含めた国民が、がんを知り、がんの克服を目指す」
と掲げられている。これを実現するための分野別施策
として「がん予防」「がん医療の充実」「がんとの共生」
があげられ、これらを支える基盤の整備として「がん
研究」「人材育成」「がん教育、普及啓発」が位置付け
られている。
これらから、がん対策は、施策として社会全体で取
り組んでいくべき課題であるであることがわかると同
時に、「がん教育、普及啓発」においても、このよう
な幅広い視点から伝えていくことの必要性が窺われる。
したがって、「子どもを対象としたがん教育」を考え
ていくにあたっては、社会全体におけるがん教育、普
及啓発を含めた視点からの検討も必要であろう。
がん予防情報を効果的に普及啓発する視点として、
マスメディアを通して、ヘルスコミュニケーション戦
略を活用する方法が着目されている11）。また、がん予
防に関する市民向け講座などの受講者が、そこで得た
知識を人から人へ伝えることで、受講者以外の地域住
民に普及していくという波及効果が期待されている12）。
筆者らは、先述の「がんカルタ」を題材として、新聞
というメディアを通した情報発信も行ってきた i。
本研究の質問紙調査では、市民におけるがん対策推
進基本計画における政府の方針の認知度が低い状況が
確認できた。また、インタビューにおいては、がん教
育で「何を教えるべきか」「どのような配慮が必要か」
という点について、「わからない」や「難しい」とい
う回答も多くみられた。これらの結果から、筆者らが
実施してきた社会的視点からの活動も、「子どもを対
象としたがん教育」に対する意識を高めていくことに
少なからず貢献していることを期待する。
Ⅴ 結 論
市民は、「子どもを対象としたがん教育」を必要と
考えており、その最適な年齢は小学校高学年児と認識
している傾向がみられた。がん教育を行うのに適した
年齢については、専門家の見解とも一致していること
が示唆された。
適切な教育内容については、がんの基礎知識や予防
方法など、医学的な知識を基本とするものの、「子ど
もたちが、がんをどのように受け止めるか」という点
についての教育が重要との認識が示された。また、配
慮については、個々人の子どもの状況を配慮すること
は必要だが、事実を適切に教育していくことの必要性
についても示唆された。
がん対策は、社会全体で推進すべきものであること
から、「子どもを対象としたがん教育」においても、
保健医療、学校、保護者、市民など、様々な視点を含
めた包括的な視点が必要と考えられる。
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